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介護保険施設におけるケアマネジメントの実践内容を概念的モデルとの比較から検証し，施
設ケアマネジメントのあり方を模索した。
先行研究に基づきケアマネジメント実践の程度を測るための項目を用い，兵庫県内の介護保

険施設491カ所に所属する施設ケアマネジャーを対象として，郵送によるアンケート調査を実
施した。質問紙の作成に際しては，回答者が理解しやすいように各質問項目を介護保険施設の
現状に合うよう適切な表現に変更し，その実践度合いを５段階のリッカートスケールでたずね
た。有効回答数（率）は，330名（67.2％）であった。調査結果の分析は，施設ケアマネジメント
の実践プロセスの枠組みを明らかにするためにそれぞれ因子分析（主因子法・バリマックス回
転）を行った。さらに実際の援助プロセスごとに回答者の属性による違いを明らかにするため，
その因子分析で抽出されたそれぞれの因子を従属変数とし，属性を独立変数としたｔ検定，一
元配置分散分析（Ｆ検定）および下位検定の多重比較（ 法）を行った。また，因子分
析の結果と概念的モデルを比較し，ケアマネジメント実践プロセスに関する分析を行った。
因子分析により抽出された因子は「アセスメント」「モニタリング」「ケース発見」であった。

「アセスメント」に関しては，性別，年齢，基礎資格，基礎資格経験年数（基礎年数），ケア
マネ人数，所属施設，勤務形態（専任兼任），事例検討形式の研修受講有無（事例研修）に
よって有意差がみられた。特に所属施設においては「老人保健施設（以下，老健）」が「特別
養護老人ホーム（以下，特養）」より有意に高かった。また，「モニタリング」に関しては，担
当ケース数，担当者会議の有無，着任経緯によって有意差がみられ，特に担当ケース数では
「40～59件」が「０～39件」より有意に高かった。「ケース発見」に関しては性別，演習形式の
研修受講有無，事例検討形式の研修受講有無によって有意な差がみられた。なお，相談相手の
有無や講義形式の研修受講有無ではすべてのプロセスにおいて有意な差はみられなかった。
１）施設ケアマネジメントの特徴は，「アセスメント」とその後に続く「目標設定とケア計

画」「ケア計画実施（リンキング）」のプロセスが一体的に連動して実施されており，実践プロ
セスではその部分が明確に区別されていない。２）「評価」については，具体的で実効性のあ
る手法を開発し，実践レベルに導入できる取り組みが早急に必要である。

施設ケアマネジメント，介護支援専門員の専門性，介護保険制度，施設ケアマネジメ
ント実践の定義，研修システム

Ⅰ

平成15年度から介護保険施設に施設ケアマネ

ジャーが制度上必置となった。元来ケアマネジ
メントは在宅領域のものであり，施設における
ケアマネジメントはいまだ実践的にも理論的に
も明確になっていないが，最近になり幾つかの
研究報告がなされている。
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平成16年12月に全国介護支援専門員連絡協議
会が実施した調査によると，施設における介護
支援専門員は「施設ケアマネジメント」に関す
る業務については，そのいずれの業務もおおむ
ね実施しているといえる1)と報告されている。
さらに，神奈川県介護支援専門員協会が平成17
年３月に行った調査で，施設ケアマネジメント
に大きく関与する要因としては，施設管理者や
所属長・サービス担当者の理解や協働に対する
意識2)であると指摘している。和気も平成16年
11～12月に全国レベルの調査を実施し，必要な
資源やサービスの創出といった地域との連携を
必要とする項目の達成状況が低調であることか
ら，包括的なケアマネジメントの展開が今後の
課題と結んでいる3)。

Ⅱ

介護保険制度におけるケアマネジメントは
「介護支援サービス」と位置づけられ，保険給
付の対象者である要介護者および要支援者（以
下，要介護者等）に対し，個々の解決すべき課
題（ニーズ）や状態に即した利用者本位の介護
サービスが適切かつ効果的に提供されるよう，
多様なサービス提供主体による保健・医療・福
祉にわたるケアの各サービスが総合的，一体的，
効率的に提供されるサービス体系を確立するこ
と4)としている。
また，介護保険制度上，介護支援サービスを

行う機関とは居宅介護支援事業者と介護保険施
設であり，介護支援サービスを行う者とは，こ
れら事業者や施設に必置とされている介護支援
専門員5)であるとしている。つまり，介護保険
施設における施設ケアマネジャーは，介護支援
サービス，つまり施設におけるケアマネジメン
トを行わなければならない。
法的には，「指定介護老人福祉施設の人員，

設備及び運営に関する基準」第12条，「介護老
人保健施設の人員，施設及び設備並びに運営に
関する基準」第14条，「指定介護療養型医療施
設の人員，設備及び運営に関する基準」第15条
において，各施設の管理者は，介護支援専門員

に施設サービス計画の作成に関する業務を担当
させることを定めており，相談などで施設利用
者のニーズを身体的・心理的・社会的側面から
把握・診断（アセスメント）し，住民福祉活動
なども含めた本人に必要な「社会資源」をコー
ディネートして，施設サービス計画書を作成し，
サービス利用による施設利用者の生活の再評価
（モニタリング）で施設利用者の主体的な生活
を支援することなどがうたわれている。また，
日常生活全般を支援する観点から，当該地域の
住民による自発的な活動によるサービス等の利
用も含めて施設サービス計画上に位置づけるよ
う努めなければならないとあり，施設ケアマネ
ジャーのコーディネートの範囲は施設内にとど
まらないことが分かる。
しかしながら，平成14年度までは，介護支援
専門員実務研修は「居宅介護支援」の内容が中
心であり，「施設介護支援」については教育を
受ける機会が乏しい状況であった。また，施設
におけるケアマネジメント実践についてはその
明確な定義解説もなく，特徴の違う各介護保険
施設においては，業務内容やその位置づけが曖
昧で，その存在が「名目」だけという施設も一
部で現れた。必置以降は，介護支援専門員現任
研修（基礎研修・専門研修）でようやく「施設
介護支援」の講義や演習が取り入れられている。
介護保険制度下におけるケアマネジメントの
構成をみると「アセスメント」「ケアプランの
作成」「サービスの仲介や実施」「モニタリン
グ」「限度額の管理」である。介護保険施設の
場合，居宅介護支援事業者が実施する「限度額
の管理」は範ちゅうに入らない。
一方， 6)， 7)， 8)，白澤9)

ら多くの研究者によって指摘されている共通の
基本的機能である援助プロセスを，「ケース発
見」「アセスメント」「目標設定とケアプラン作
成」「ケアプランの実施」「モニタリング」「評
価」の６つとし，これらを居宅と同様，施設ケ
アマネジメント実践のプロセスとした。つまり，
介護保険制度の枠にとどまらない広義のケアマ
ネジメントとして施設ケアマネジメントを位置
づけた。これが，本調査のケアマネジメントプ
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14)

＜ケース発見＞
01 地域の医療関係との連絡（ケー
ス発見）

02 地域の福祉関係との連絡（ケー
ス発見）

03 インフォーマル資源との連絡
（ケース発見）

＜アセスメント＞
04 身体アセスメント
05 日常基本アセスメント
06 興味・好みのアセスメント
07 経済的状況アセスメント
08 サービス利用アセスメント
09 介護者アセスメント
10 近隣住環境アセスメント
11 生活での困りごとアセスメント
＜目標設定・ケア計画＞
12 本人家族の今後の生活プラン
13 最良の援助プラン探し
14 援助プラン了解説明

＜ケア計画の実施（リンキング）＞
15 サービス申請代理手続き
16 保健・医療関係機関との連絡調
整
17 福祉関係連絡調整
18 インフォーマル資源との連絡調
整
19 提供機関へ希望での連絡調整
20 インフォーマル資源への支援協
力依頼
＜モニタリング＞
21 サービス適切性のモニタリング
22 利用者への定期連絡
23 関係箇所定期的連絡報告
24 情報提供者への定期的連絡
25 利用者満足度モニタリング
＜評価＞
26 スーパーバイザー評価
27 援助者自己評価
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ロセスの根拠ともなっている。
さらに，奥西10)，白澤11)， 12)らの研究

や職能団体による調査結果などに基づいて施設
ケアマネジメント実践を仮に定義すると，「施
設ケアマネジメント実践とは，自立支援と生活
の質の向上を目的に，地域生活者としての地位
を維持し多様で複合的なニーズをもつ施設利用
者に対して，施設外のインフォーマル資源も含
めた適切な社会資源を主体的に利用できるよう
調整し，継続性のある援助を実施する手法」と
した。
そこで，兵庫県介護支援専門員協会の調査・

研究部会13)との協働で，兵庫県下の施設ケアマ
ネジャーを対象に，ケアマネジメントの援助プ
ロセスにおける実証的な調査を行いその課題を
明らかにした。前述のように施設ケアマネジメ
ントの実践モデルはまだ明確ではないが，実践
における質の向上を目指し介護保険施設におけ
るケアマネジメントのあり方を模索する。

Ⅲ

調査対象は，2003年10月15日現在で，兵庫県
内の介護保険施設491カ所（指定介護老人福祉
施設232カ所，介護老人保健施設117カ所，指定
介護療養型医療施設142カ所）に所属する施設
ケアマネジャー（各施設より任意で代表１名）

とした。
調査方法は，自記式質問紙を用いた郵送調査
法とし，各機関に配布した。回収は無記名の質
問紙を回答者が直接返送する方式で行った。
調査内容は，畑ら14)が1997年に開発した「ケ

アマネジメント実践の程度を測るための27項
目」 を使用した。調査では，回答者が
理解しやすいよう各質問項目を現状に合うよう
適切な表現に変更し，その実践度合いを５段階
のリッカートスケールでたずねた。
調査期間は，2003年10月15日から11月20日と
し，有効回答数（率）は，330名（67.2％）であっ
た。
調査結果の集計・分析は， 14.1

を使用し，施設ケアマネジメントの
実践プロセスの枠組みを明らかにするために，
それぞれ因子分析（主因子法・バリマックス回
転）を行った。さらに実際の援助プロセスごと
に回答者の属性による違いを明らかにするため，
その因子分析で抽出されたそれぞれの因子を従
属変数とし，属性を独立変数としたｔ検定，一
元配置分散分析（Ｆ検定）および下位検定の多
重比較（ 法）を行った。また，その因
子分析の結果と概念的モデルを比較し，ケアマ
ネジメント実践プロセスに関する分析を行った。

Ⅳ

施設ケアマネジャーの性別は，女
性が75.2％を占め，年齢は30歳代が
36.0％，40歳代が29.7％，50歳代が
21.2％であった。平均年齢は42.7歳
（男性37.3歳，女性44.4歳）であっ
た。
職種は看護師が33.0％と最も多く，
次に介護福祉士が32.4％であった。
准看護師，保健師を合わせた看護職
は全体の40.9％を占めていた。
所属施設は，介護老人福祉施設

49.1％，介護老人保健施設27.0％，
介護療養型医療施設23.3％であった。
勤務形態は，兼任が77.0％，兼務
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質問項目
因子負荷量

Ⅰ Ⅱ Ⅲ

Ⅰ アセスメントに関する因子（α＝0.879）
09介護者アセスメント
11生活での困りごとアセスメント
04身体アセスメント
06興味・好みのアセスメント
05日常基本アセスメント
10近隣住環境アセスメント
12本人家族の今後の生活プラン
Ⅱ モニタリングに関する因子（α＝0.846）
24情報提供者への定期的連絡
22利用者への定期連絡
25利用者満足度モニタリング
21サービス適切性のモニタリング
26スーパーバイザー評価
23関係箇所定期的連絡報告
Ⅲ ケース発見に関する因子（α＝0.798）
02地域の福祉関係との連絡（ケース発見）
01地域の医療関係との連絡（ケース発見）
03インフォーマル資源との連絡（ケース発見）

固有値
寄与率（％）
累積寄与率（％）

注 主因子法・バリマックス回転
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職種は，看護職32.0％，相談援助職28.0％，介
護職16.7％であり，兼務業務との時間の割合は
67.1％が兼務業務の方が多いと答えた。
施設ケアマネジャーの配置人数は平均2.0名，

１人職場は54.5％であった。担当ケース数は平
均48.2件で，50件以上担当が39.7％であった。
施設サービス計画書作成方法は，担当看護介

護職員との共同作成41.8％，担当看護介護職員
が作成後確認33.0％，施設ケアマネジャー単独
作成15.2％であり，74.8％がサービス担当者と
共に作成していた。サービス担当者会議は80.6
％の施設で開催されており，開催回数は月平均
5.5回であった。
着任経緯は24.2％が自らの意思によると答え

た。
職務負担については78.2％が負担に感じてい

ると答え，その内容は兼任する業務との両立が
難しい36.1％，書類作成等事務処理が煩雑であ
る27.0％，担当する件数が多すぎる12.7％が上
位を占めた。
相談相手については56.4％がありと答え，そ

の相手は職場の上司35.9％，職場の介護支援専

門員の同僚23.0％，職場の他職種の同僚21.7％
であった。
87.6％が実務研修修了後の研修に参加してい
た。講義形式の研修には90.8％が参加し，80.8
％が役に立っていると答え，演習形式の研修に
は69.4％が参加し，81.3％が役に立っていると
答えた。事例検討会には58.5％が参加し，86.5
％が役立っていると答えたが，実際に自分自身
の事例検討を体験したのは24.4％であった。
因子分析（主因子法・バリマックス回転）に
より抽出された因子は「アセスメント」「モニ
タリング」「ケース発見」であった。第Ⅰ因子
はアセスメントに関する項目を中心に７項目で
構成され，寄与率23.7％，クロンバッハのα係
数は0.879であった。第Ⅱ因子はモニタリング
に関する項目を中心に６項目で構成され，寄与
率18.8％，クロンバッハのα係数は0.846で
あった。第Ⅲ因子はケース発見に関する項目を
中心に３項目で構成され，寄与率11.4％，クロ
ンバッハのα係数は0.798であった 。こ
れら３因子の累積寄与率は53.9％であり，各項
目の内的一貫性を示すクロンバッハのα係数も
高く，信頼性があると判断した。
次に，回答者の基本属性を独立変数として有
意差検定を行った 。性別，基礎年数，
専任兼任，ケアマネ人数，担当者会議，相談相
手，講義研修，演習研修，事例研修に関しては
ｔ検定を行い，年齢，基礎資格，所属施設，担
当ケース数，着任経緯についてはＦ検定を行っ
た。
「アセスメント」に関しては，性別（ｔ＝3.058，
ｐ＜0.01），年齢（Ｆ＝3.064，ｐ＜0.05），基
礎資格（Ｆ＝6.262，ｐ＜0.01），基礎年数（ｔ＝
－2.023，ｐ＜0.05），所属施設（Ｆ＝3.286，
ｐ＜0.05），専任兼任（ｔ＝－2.738，ｐ＜0.01），
ケアマネ人数（ｔ＝－2.465，ｐ＜0.05），事例
研修（ｔ＝2.379，ｐ＜0.05）によって因子得点に
有意な差がみられた。
「モニタリング」に関しては，担当ケース数
（Ｆ＝3.564，ｐ＜0.05），担当者会議（ｔ＝
3.719，ｐ＜0.01），着任経緯（Ｆ＝3.046，ｐ
＜0.05）によって因子得点に有意な差がみられ，
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Ⅰ アセスメント Ⅱ モニタリング Ⅲ ケース発見

性別(ｔ)
年齢(Ｆ)
基礎資格(Ｆ)
基礎年数(ｔ)
所属施設(Ｆ)
専任兼任(ｔ)
ケアマネ人数(ｔ)
担当ケース数(Ｆ)
担当者会議(ｔ)
着任経緯(Ｆ)
演習研修(ｔ)
事例研修(ｔ)

注 （ ）内の数字は自由度
＊ｐ＜0.05，＊＊ｐ＜0.01，＊＊＊ｐ＜0.001，ｎ．ｓ．：有意差なし

注 ケアマネジメント実践の６つの各プロセスについては項目ごと
に枠組みしているが，因子分析で抽出されなかった因子には違い
を明確にするため破線で枠組みをした。縦の黒矢印についてはプ
ロセスの連動を表しているが，明確に区別されなかった部分には
白矢印とした。また，横の実線については概念的モデルと対応し
ていない項目を破線でつなぎ判別しやすいよう視覚化した。
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「ケース発見」に関して
は性別（ｔ＝3.081，ｐ
＜ 0.01）， 演 習 研 修
（ｔ＝2.039，ｐ＜0.05），
事例研修（ｔ＝3.561，
ｐ＜0.001）によって因
子得点に有意差がみられ
た。なお，相談相手や講
義研修ではすべてのプロ
セスにおいて有意な差は
みられなかった。
また，下位検定の多重

比較（ 法）の結
果，「アセスメント」に関しては，性別は「女
性」が「男性」より，年齢は「40～49歳」が
「25～39歳」より，基礎資格は「看護職」が
「相談援助職その他」より，基礎資格経験年数
は「10年以上」が「10年未満」より，所属施設
は「老健」が「特養」より，勤務形態は「兼
任」が「専任」より，ケアマネ人数は「２人以
上」が「１人」より，事例研修は「あり」が
「なし」よりそれぞれ有意に高かった。また，
「モニタリング」に関しては，担当ケース数は
「40～59件」が「０～39件」より，担当者会議
は「あり」が「なし」より，着任経緯は「自ら
の意思による」が「自らの意思ではない」より
有意に高かった。さらに，「ケース発見」に関
しては，性別は「女性」が「男性」より，演習
研修は「あり」が「なし」より，事例研修は
「あり」が「なし」より有意に高かった。

Ⅴ

前述の有意差検定で明らかになった主な特徴
としては，40歳代で10年以上の経験のある看護
職がアセスメントの実践度が高く，事例研修に
積極的なケアマネジャーもその実践度が高いこ
とがうかがえる。また，老人保健施設の方が特
別養護老人ホームより有意に高い結果であった。
さらに，モニタリングの有意差検定から分かっ
たことは，担当ケース数は法的には１人100件
までの担当ケースとなっているが，50件前後の

状態が最も実践度の高い数であった。また，講
義中心の研修より演習や事例研修の参加を通し
てケース発見の意識向上やその実践度合いも高
まるようである。
因子分析の結果，介護保険施設におけるケア
マネジメント実践は，ケース発見，アセスメン
ト，モニタリングの枠組みとなっており，概念
的モデルとの違いが明らかになった 。
施設ケアマネジメント実践モデルの理論や実践
がまだ確立されていない段階で概念的モデルと
比較検討する点は考慮する必要があるが，少な
くとも介護保険施設で行われているケアマネジ
メントの実践には以下の２つの特徴があるとい
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える。
第１に，介護保険施設における「目標設定と

ケア計画」「ケア計画実施（リンキング）」は多
職種協働という環境の固有性から最も実施され
ることが期待できる実践項目であるにもかかわ
らず，因子抽出されなかった。このことから
「アセスメント」とその下位に続くこれら２つ
のプロセスが一体的に連動して実践されており
明確に区別されていないことが考えられる。こ
れは，ケアマネジメントの実践プロセスの中で，
現場の直接処遇職員のサービスアプローチとし
て位置づけられている可能性が高い。その根拠
として，施設サービス計画書は施設ケアマネ
ジャーによる単独作成が少なく，約４分の３が
サービス担当者と共に作成している実態が挙げ
られる。これは，居宅サービス計画を作成する
ケアマネジャーにはない特徴である。また約８
割が兼任であり，その兼務業務が優先される影
響も少なくないといえる。以上の状況から考え
られることは，奥西15)も指摘しているように，
「施設サービス計画」と「個別看護計画」「個
別介護計画」が明確に区別されておらず，施設
サービス計画が看護や介護を中心とした内容に
とどまっている恐れがある。援助目標をどこに
おいてケアマネジメント実践をしているのかを
あらためて問う必要があるだろう。
第２に，施設ケアマネジメント実践プロセス

の中で「評価」への取り組みが乏しいことであ
る。基本属性を独立変数とした有意差検定では，
評価を期待できる相談相手についてすべてのプ
ロセスにおいて有意な差はみられなかった。６
割近い施設ケアマネジャーに相談相手はいるも
のの，その相手は職場の上司や同僚などが約８
割で，職場内で完結していた。その状況では，
専門的な評価を受ける機会を得られていないと
考えられる。どの専門職においても評価を伴わ
ない実践に専門性の向上は期待できない。実践
度が低いのは，評価者の人材や力量不足も関係
しているだろうが，評価方法が分からないこと
も大きな要因のひとつではないかと考えられる。
評価については，具体的で実効性のある様々な
手法を活用し，もしくは開発し，実践レベルに

まで高められる活動に早急に取り組む必要があ
る。すでに兵庫県介護支援専門員協会では事例
検討会による評価活動を開発し実践に取り組ん
でいる16)。講義研修でもすべてのプロセスに有
意差はみられなかったが，事例研修ではアセス
メントとケース発見に有意差がみられた。事例
検討による評価活動には成果を期待できる可能
性が潜んでいる。今後の評価活動についていえ
ば，スーパーバイザーや主任介護支援専門員の
養成・確保はもちろんのこと，自己評価，第三
者評価，利用者評価，さらには2006年度に導入
された「介護サービス情報の公表」事業も後押
しすることになるだろう。
いずれにしても，介護保険施設におけるケア
マネジメントの発展は，施設ケアマネジャー個
人の努力だけでなく，行政・職能組織が協働し
課題の解決に取り組まなければ全体の底上げは
決して期待できない。介護保険施設で，利用者
を主体にした「目標本位」「行動本位」のケア
を実現するためにもケアマネジメントプロセス
を意識した取り組みが求められる。
本研究は，兵庫県下における介護保険施設の
施設ケアマネジャーを対象としたものであり，
決して全国に一般化できるわけではない。また，
回答は施設ケアマネジャーによる自己評価であ
り，客観的な評価尺度に基づいたものでもない。
さらに，確立された実践理論に根拠をおくケア
マネジメントプロセスに導かれたものでもない。
今後の研究はこれらの要因をかんがみ分析して
いくことが必要である。
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